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結論
第 2 章現代日本の労資関係
労働者の経営「参加」は(かなり複雑な途を経て発達してきたが)今日の日本において労資関
係システムの主要な要素の l つに転化している。その役割を明確にし意義をあきらかにするた
めには，労資関係システム全体を(たとえ簡単にでも)特徴づけておく乙とが必要である。マ
ルクス・レーニン主義は(ブルジョア社会の基本階級聞の諸関係の搾取的性格に依拠して) , 
このような関係には(社会経済的基礎を有した)敵対的矛盾が内的に固有であり，乙の矛盾は
その社会の発達につれて深まり激化する，と教えている。
(社会改良主義的立場にたつ)ブ、ルジョア的な学者や研究者たちは〔マルクス・レーニン主
義とは異なる〕観点を持している。彼らは剰余価値論を公然と(たとえ今日ではこのようなこ
とを試みるものは少ないとしても)否定するかあるいは歪曲し，労資聞の階級対立が「和らい
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でいる」とか階級闘争が「沈静化している」とか論じる傾向にある。搾取者と被搾取者の「利
害の一致」というえせ科学的テーゼを基礎として構築された理論や「階級的合意」を唱導する
ポスト
考え方が多数存在する。これらには，工業化・J脱工業化概念，「未来論J，社会改良主義的な「民
主社会主義」論， (r経営参加」のブ、ルジョア的なそして社会民主的な解釈を含む)その他の多く
のもの，がはいる。乙れら理論の主張者たちは(企業家・賃労働者関係に多数の矛盾が存在し
ている乙とを認めているが)それら矛盾を(行動科学的に)主として社会心理的領域へと帰着
せしめようとしているのであり，これがそれらの矛盾の散対的性格の否定の拠点となっている。
資本主義の弁護者たちは自分たちの議論を杜会実践の事例によって補強しようとしている。
彼らは個々の事実を(彼らに有利なものだけを残し他のものを捨て去って)それなりに調合
し，資本主義の現実という嵐のような海のなかに相対的に「穏かな島」を「発見している」。
そしてここ 10年程前から，このような「第 1 発見者たち」の視線が(彼らの見解に従えば，未
曽有の「階級協力」が達成されている)日本にしばしば向けられてきたのである。例えば， 0
ECDが乙の問題に関して実施した特別研究では，「日本企業は利潤獲得の単なる道具ではな
く……共同体である。労働者は自分たちを賃労働者というよりはむしろ企業の一員としてみな
してい式，と主張されている。と同時に，日本の労資関係システムの特殊性が前面に押しだ
されている。日本の労資関係システムが，上述の研究者たちも指摘しているように， 「階級的
平和」を保証しているのだ。
第 1 節 目本の伝統的な労資関係システムの起源と発達
日本の労資関係システムは(日本における資本主義生成の特質，特に，この国が資本主義発
達段階に相対的に遅れて突入した乙と， 1868年のブ、ルジョア革命が不徹底におわったこと，に条
件づけられた)一連の特徴をおびている。(これがために)資本主義生産システムに封建制度の
若干の要素が存在し， (その他の資本主義諸国とは異なる)搾取者・被搾取者関係の諸形態が
出現する乙とになったのであった。
日本の封建社会の第一次細胞は「イエ」であった。その「イエ」では，家長が家族に対して
完全な権力をもっていた。「イエ」の経済的基盤は，その財産が(長子財産相続制度にもとづ
き，長男がそれを相続する乙とによって)分割されなかったことであった。「イエ」の(長男以
外の)成員ふ財産の蓄積に，それが家族全員の繁栄を促進するがために，家長と同じように，
関心をもっていた。婚姻関係は (2 人の個人間の関係ではなく)まず第 1 にある「イエ」の労
働能力を有した成員の他の「イエ」への移動として考えられていた。家長が「イエ」の経済生
活全体を管理する主体であった。そして，他の成員は彼に完全に従属しτいたが，経済運営上
の諸問題を検討する場合には審議権を与えられていた。かくして，意思決定は(たとえ家長が
(1) The development of industrial relations systems: Some implications of Japanese experience, P., 
1977, p.10, 27. 
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つねにキャスティングボードを握っていたとしても)基本的には，集団的性格をおびていたの
である。乙れらの乙とが「イエ」の団結の強さや精神的統一の確固たる基礎となり， (封建制
空ーナリズム
のもとで)その経済的合目的性や生命力を保証してきた。(可エ」の根底に存在する)温情主義
が当時の日本の社会構造の再生産の最も重要な要素の 1 つであった。(未完成におわった)ブ
ルジョア革命はその法的ステイタスに全く触れなかった。それ故に，日本資本主義の生成期に，
温情主義は若干修正された形で、資本主義生産諸関係の領域へと移されTi2! そして乙の国の最初
の工業企業に， (温情主義的な)えせ家族主義的関係が強力に植えつけられた。企業家が「父
親・保護者」となり，従業員が「子供」となった。企業家は「父親として」会社のすべての従
業員の面倒をみるが，「これに対して)労働者は「会社-イエ」の繁栄のために献身的に働か
ねばならない，との考えが，当時の支配者層によって幅広く宣伝されていった。
(家内労働あるいは半家内労働をおこなっている)小企業家の生、活には，そこの従業員の生
活と異なる点が非常に少なかった。それ故に，従業員は自己を雇主の家族の一員としてまたそ
の企業の「共同所有主」としてみなしていた。彼らは雇主と並んで働き，同ーのあるいは類似
の作業を遂行し，同じ屋根の下で住み，企業活動の方針の決定にも参加する。小企業家の利潤
額とその従業員の賃金額には本質的に差がなかった。採用はほとんど紹介にもとづいておこな
われ，従業員は当然のこととして，紹介者の信頼にこたえようと努めた。賃金は，普通，あら
かじめ決められていなかった。なぜならば，そのかなりの部分 (30%まで)を「生活維持」手
当が占めていたからである。これらの手当の額は，会社の状態，「会社=家族」の繁栄に対す
る労働者の個人的貢献，に依存し，このことがモチベーションの重要な手段として役立つてい
た。そして最後に，雇主に男子の直系がいない場合には，彼は，日本の慣習に従って， (彼が
最も信頼する)従業員を養子をむかえ，その人物に彼の「もの」を与えた。小企業において温
情主義が深く根をはり(いまに至るまで)維持されてきたのは(上の行論で述べてきた)こと
がらのためである。
(複雑な多層管理構造に特徴づけられる)大企業においては，状況が全く異なっていた。大
企業家の生活水準そして所得水準は従業員のそれとは比較にならないほど高かった。さらに，
大企業の労働者は戦略・戦術問題の決定にあたって審議権を奪われていた。それ故~c:.，ピック
・ビジネスに雇われた労働者は(小企業で働く労働者とは異なり)雇主を「年長者だが対等な
人間」とみなすことができなかった。そのために，大企業における温情主義のメカニズムは，
小企業のそれと比べると，はるかに複雑であった。従業員に企業家「家族」の一員であるとの
錯覚をっくりだし企業活動の効率に関心をもたせることは，つぎのようにして，おこなわれた。
従業員は，雇主が(彼らをその「家族」の一員とすることによって)彼らにいかに大きな「名
誉」を与えているかそしてこのことが彼らにとってどれほど有利であるか，を認識する乙とを
(2) ζ れについては，『日本。現代の独占資本主義.1，モスクワ， 1981年， 257-271ページ参照。
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余儀なくされていた。ヨリ洗練された搾取であるにもかかわらず， (ピック・ビジネスが労働
者に呈示している)労働条件や賃金額は小企業のそれよりも良しそのことが大企業での仕事
への経済的関心をつくりだした，と指摘しなければならない。さらに云えば，企業家は(労働
者が彼らとは現実には交際できないにもかかわらず) í最高の親方」としての役割をになっ
た。「直接の親万」は(若干だけ高い賃金をえているが，ほとんど労働者と変わるところのな
い)職長であった。(労働者の意識に存在する封建主義の残存物をうまく利用した)ブ、ルジョ
アジーの懐柔政策は，大部分の労働者に( í企業一家主義」にもとづく)特別な社会行動や生
産行動を植えつける乙とをめざしていた。
日本における資本主義の発達は(高熟練労働力を必要としない)軽工業(特に繊維産業)か
らはじまった。それ故に，本来の意味でのプロレタリアート(すなわち，もっぱら自己の労働
力を売る乙とによって生きる人々)は当初極めて小数であった。その代り， (前金即ち手附金
が支払われたJ í契約にもとづく雇用」が幅広く普及した。すなわち，農村出身の女工が都市
の妨績工場において 3~5 ヵ年働乞契約期間終了後自分の村に(そして両親のもとに)戻っ
ていった。(女工自身ではなく) í イエ」の家長が乙のような契約を結び，彼女たちの賃金は
ほとんど彼らによって費消されていた。(ー交代14~16時間にもおよぶ)重労働やみじめな生
活条件(すなわち，不衛生な寮，労働だけでなく休息も厳しく統制されている乙と)によって
労働者たちは著しく健康をそこねたために， 3 ~ 5 年という期間が(労働力を最も集約的に搾
取できる)最適な期間であった。労働者に対する(乙のような)資本の「残忍な」態度は，資
本主義の繋明期l乙は，日本にのみ固有なものではなかった。同様な現象を(日本よりも乙わい
形態もあるが)すべての「文明」諸国の当該時期に見出す乙とができる一一乙れは，マルクスに
よって，『資本論」で、明確に述べられていポ日本の特徴は，非人間的な搾取が，従業員の「す
ばらしい状態」の(すなわち，従業員は，彼らについて全面的に配慮している」雇主の「家族」
の一員として，生活しているんだ，との)ハレンチな宣伝，と結びついている，点にあった。
経営者は(従業員について道徳的にも配慮し)誕生日に(余り高価ではないが)贈物をふるま
った。そしてこの「配慮」の本当の価値が，後日 l乙，契約が終了し女工たちが故郷の村に帰っ
た後l乙，あかるみになった。彼女たちは(非常にハードな作業によって健康をそこねたために)
農業どころか家事労働にも耐えられない体になってしまっていた。彼女たちにとって，契約終
了は事実上生存手段がなくなる乙とにつながったのである。
それからしばらくして重工業部門が発達しはじめるにつれて， (当時極めて不足していた)
熟練労働力への需要が高まった。熟練(男子)労働者は，企業の状態に， (慣れ親んだ農業生
(3) S. Harada, Labor Conditions in Japan, N. Y. , 1928, p.271-272. 
(4) マルクス『資本論』第23巻， 728-744ページ参照。
(5) アー・ぺトロフ『日本のプロレタリアート~， 1927年， 69-78ページ;『日本の労働者はいかに生活している
のか~， 1934年， 4-11ぺーツ ;Harada ， Labor Conditions in Japan, pp.123-129. 
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活から昨日でてきたばかりの)女子労働者と比べると，はるかに通じていた。それ故に， (一面
で，従業員の高い「愛社心j，他面で，人員の安定，を保障する)特別なメカニズムをっくり
あげることが必要となった。そして，これらの課題を解決する任務をになったのが(終身雇用
制と年功賃金制度を基本的契機とした)伝統的な日本的労務慣行 (TPY瓦OBhle OTHOmeHHe )シス
テムであった。
終身雇用制は労働力の安定した雇用の保障を前提としている。乙の制度のもとでは一一ただ
しそのような(理想的な)制度は，乙の制度が生まれた段階においてさえも，ほとんどみられ
なかったのだが一一一(学業を終えてすぐに採用された)従業員が全生涯にわたって(ヨリ正確
に言えば，労働能力があるかぎり)同一会社で働くのである。換言すれば，企業家には，従業
員に「終身雇用」を保障し(たとえ不況のもとでも)彼らの解雇を差し控える，という義務が
ある〔のが理想である〕。しかし，原則として，乙の制度には (55歳で強制的に退職させられ
る)いわゆる「定年退職」が付随していた。年金制度は一般的に存在していなかった(日本で
は戦後になって年金保障が徐々に発達してきたにすぎない)。退職者には退職金が支払われた。
従業員の(同一企業での勤続に対する)経済的関心を生みだしたのが年功賃金制度であった。
乙の制度によれば，従業員は毎年(昇進あるいは技能資格の向上に関係なく)昇給する。個人
的能力や出来高水準は賃金額に事実上ほとんど反映していなかった。(就職すると)従業員は
(年齢と学歴ごとに)同ーの「スタートライン」につき，同期生はほとんど同ーの賃金であっ
た。勤続手当は多額であり，高年齢に属する労働者は，若い労働者よりも， 5 ~10倍ほど多く
もらっていた。乙の制度は(年功賃金制度を積極的に支持し管理者に対してひたすら「忠誠心」
を発揮した)年長労働者のなかから一種の「労働貴族」をうみだすことをめざしたものであっ
た。そして，若い労働者たちは将来高い給料をもらえることを期待して生活していたのであり，
これが彼らの聞に階級意識が育つことを妨げていf史
終身雇用制と年功賃金制度は，それらは，本質的には， 1 つの制度の両面であると述べるこ
とが正当なほどに，密接に結びつき相互に条件づけあっている。実際，年功賃金は終身雇用へ
の関心を生みだし，終身雇用は年齢・勤続に応じた昇給を動機づけ，それらは一体となって従
業員のなかに「階級協力」イデオロギーがうまれるための前提をっくりだし，経営者に熟練労
働者の安定した供給を保障してきたのだ。
モピリティ
(資本主義 l乙特徴的な)周期的な経済発達のもとでは労働力のかなり高い移動が避けられな
いが， (終身雇用制が決してすべての被雇用者ではなくいわゆる「本工」だけに適用されてい
たために) í本工」は不況においても職を失うことはなかった。「臨時工j ， í 日雇j ， í社外工j ，
が存在していたのだ。臨時工とは(普通半年を越えることのない)一定期間だけ契約がおこな
われた労働者であり，日雇とは一日ごとに契約が結ぼれた。また社外工とは(大企業の影響下
(6) Report on Wage Problem in Japan, 1954, p.27. 
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にあり，大企業の要求に応じて必要な労働力を提供した)中小企業の労働者である。資本には，
これらの範障の労働者に対して，雇用を保障し賃金をあげる義務はなかった。普通彼らは熟練
を必要としないきたない危険な給料の低い作業に配置され，不況になるとほとんどが契約を更
新できなかった。かくして，資本は生産縮少期に余分な労働力を解雇する乙とによって，一定
の熟練労働力を維持していたのである。今日に至るまで，臨時工や社外工は日本の労働者の最
も権利のない部分である。
これによって(特権状態にあたった)本工が勤務先を変えようとしなかった訳も理解できる
であろう。なぜならば，彼らの前には，最初に勤めた会社においてのみ，希望 l乙充ちた将来が
広がっていたからである。他の会社に移った場合には，たとえいままでのように本工としての
ステイタスが与えられた(普通そうなのであるが)としても，彼らは差別待遇をうけ， 「潜在
的裏切り者」としてみなされた。かくして，「本工」という範陪自身が一種類ではなかったの
だ。彼らは，「いまでどこにも勤めていなかった本工j ， r臨時工から昇格した本工j ， r他
の会社から転入してきた本工j，にわかれた。第 1 グループだけが(本工に与えられている)
特典を完全に享受した。他のグループは給料も若干低いが，昇進や昇格の可能性もかなり小さ
かった。それ故l乙，第 1 ク、、ループの本工としてのステイタスを失う恐怖が終身雇用制を効果的
氏支え，労働力の流動性を予防したのであった。なぜならば，そのような身分を失う乙とは，
本質的には，「二流」グループへ移ることを意味したからである。乙の乙とが「愛社心」を著
しく高め，従業員をして生産に全力でとり組ませた。その結果，日本人の大部分の意識では，
日本の社会は単に階級的特徴にもとづく水平的な階層ではなくむしろ垂直的なえせ家族的集団
に分かれているのだ。乙れが，日本のブ、ルジョア研究者に，乙の国の賃労働者は，本来的に，
自己の利益と(彼が働いている)会社の利益を同一視している，と主張する口実を与えている。
例えば，日本のある社会学者によれば，「日本と西欧は，異なる手段で，すなわち，前者は個
人主義原則にもとづいて，後者は共同体原則にもとづいて，工業化したのである。
日本の企業は，全く独特な途を経て，上司への強い帰依心や一体感を特徴とする人々の共同
(71 体として，発達した叫事実，えせ家族的な「我」社への帰属を失う乙との恐れが，日本のプロ
レタリアートの階級意識の向上，階級闘争の発達，を大きく妨げたのであった。
日本の伝統的な労務慣行システムは，第 2 次大戦後l乙，いわゆる「高度成長期」に，最も完
全なそして完成された形態をとった。(乙のシステムの存在基盤を掘りくずすかと思われた)
一連の進歩的な改革にもかかわらず，そのシステムは，逆に，日本経済のすべての領域に普及
し， 1955~73年の経済成長の最も重要な要因の 1 つとなったのである。そしてその結果，日本
は，資本主義世界の第 2 の工業強国，帝国主義諸国間競争の中心地の 1 つ，となった。
日本が第 2 次大戦において敗北したことは日本の労働者の革命的気運と民主的要求の著しい
(7) 0"日本， 1974年.0， 1975年， 207ぺーツ。
-72-
アー・オルフェノフ『日本的経営参加。神話と現実.11 (皿)
向上を促進した。(地下活動を脱し公けに活動をはじめた)日本共産党の指導のもとで，労働
者大衆の民主・労働運動の高まりによって，日本は一連の進歩的改革を実現する乙とに成功し
た。新しい日本国憲法が制定され，特l乙， 27条では，「賃金，就業時間，休息その他の勤労条
件に関する基準は，法律でこれを定める J ，と確立され， 28条は「勤労者の団結する権利，及
び、団体交渉その他の団体行動をする権利」を保障してい♂同じく民法が改正され，すべての
国民は平等な権利を与えられた。そして1940年代の終り頃にはかなり進歩的な農地改革が実施
され，地主だけではなく「イエ」存立の経済的基盤が一掃された。「イエ」の公的なステイタ
スの廃止とその経済的基盤の解消は日本人の心理を本質的に変化させた。かつては「イエ」の
所得の配分は家長の特権であったが，それがとりあげられ，このことが家族の経済的自立性と
積極性を高めた。(いままでは分割きれなかった) 1 イエ」の財産が(年長順ではなく)すべて
の相続者に配分されることになり，息子だけではなく娘も家族の一員として同等な権利を与え
られた。 (1 イエ」を崩壊させた)改革は事実上すべての日本人をまきこんだ。「イエ」の代わ
りに，、初めは， (異なる世代の大人や子供から構成された)大家族があらわれ，そ乙では大人
が同ーの財産権をもっていた。そして1950年代の終り頃から(両親と未成年の子供から構成さ
れた)核家族が普及しはじめた。現在では，この核家族が日本の家族の圧倒的大多数を占めて
いる。乙のように(家族生活の組織形態としての) 1 イエ」はみられなくなったが，このこと
は日本の労働者の生産領域におけるえせ家族的関係にはそれほど影響を与えなかった。
日本の労働者階級のもう 1 つの極めて重要な成果は(戦時中圧迫されていた)労働組合運動
が復活し合法化された乙とであった。 1946年から47年にかけて，労働組合法， (労働者の団結
権，団体交渉権，争議権を宣言した)労働関係調整法，そして(男女同一賃金，強制労働の禁
止， 8 時間労働制，休憩時間の実施，安全衛生の確保などを宣言した)労働基準法，が制定さ
れ72 ただし，この進歩的な労働法の一連の条項が空文にとどまってしまった(実行されなか
った)乙とを指摘しなければならない。
これは，積極的な結果とともに，労働者のなかに「会社」意識の強化をもたらした。 (民主
的組合が不可避的に成長しその影響力が強まる，と予測した)日本の支配階級は，アメリカ占
領軍の支持を得て，ずるい策略をとり，組合の組織に積極的に参加した。その結果，大多数の
労働組合は「企業別組合」原則で結成されたのである。このような組合に，今日では，組織さ
れた労働者の約附が加入している(日本では，被雇用者の約tが組合に組織されてし141J 労
2 働組合の下位組織のかなりの部分が産業別連合体に加入し ーが4 つのナショナル・センター, 3 
l乙加入しているにもかかわらず，下位組織は，労働契約の締結，労働紛争の解決，管理者との
(8) ~現代の日本.11， 1973年， 761ページ。
(9) Labour Unions and Labour Managem巴nt Relations. 一一一Japanese 1 ndustrial Relations Series 
2 , 1974, pp. 34~37. 
(10) ~活用労働統計.11， 1981年， 149ページ。
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相互関係の(その他のあらゆる)諸問題の解決，に事実上完全な自立性をもっている。乙れが，
一面では，労働者階級の分裂を促進し独占体への労働者の大衆的な反対の組織化を妨げるとと
もに，他面では，組合活動家のなかにそして一般組合員のなかに，個別企業の枠内では労資の
利害は「共通するJ，との気運が発達する乙とを促進しているのだ。すでにレーニンは，乙の
ような労働組合の組織原則は労働者階級にとって余り効果的ではないだけではなく危険でさえ
ある，と警告していTj! とのような労働組合が伝統的な日本的労務慣行システムのなかに本質
的にはいり乙み，その(第 3 の)基本的な要素となった。
伝統的な日本的労資関係システムとは(ある意味では，封建的な「イエ」制度がその原型で
あるともいえるかもしれないが)それでもなおやはり日本社会の資本主義的発達局面の産物で
ある。乙のシステムが維持されてきたのは，なによりも，それが支配階級にとって魅力的であ
り有益であり合目的的であるためである。それはつねにブルジョアジーの根本的利益に乙たえ
たし乙たえ続けている。なぜならば，それが，労資関係を労働者の眼に転倒した不適当な姿で
映しだし，彼らに「我社」の経営者は社会的に対立する人物ではなく ( r我社」の従業員の繁
栄について心を砕いている) r善行者」である，と信じさせる，ための，一定の物質的および
イデオロギー的前提，をつくりだしているからである。かくして，社会が(お互に激烈に競争
する)えせ家族的小集団の姿で出現してくる。従って， (自己の状態をヨリ良いものにしよう
と望む)労働者は「自己の」雇主とあるいは(もっと広く言えば)資本主義的所有者階級と闘
ってはならない乙とになる。逆に，乙の見解に従えば，彼らは「我社=イエ」の繁栄のために
最大限努力しなければならないのであり，乙れが彼らの固有の繁栄に適っているのだ。社会的
な敵対者は誰かと言えば，それは(他の会社に属する)労働者である。まさに乙れ以上に洗練
された，プロレタリアートの政治的および経済的階級闘争を弱める方式，巧妙なモチベーショ
ン手段，労働者を分裂させる有効な手段，を見出す乙とは困難であろう。事実も，日本の労働
者階級の大部分が，かなりの長期間にわたって，乙のような協調主義的気運にそまってきたこ
とを証明している。
1970年代の初め頃までは，伝統的な日本的労務慣行システムは，長期的な最大限利潤の獲得
という観点から，企業家にとって極めて有利であった。労働力再生産の組放的モデルのもとで
は， (その要素の 1 つである)年功賃金制が賃金総額に本質的な節約をもたらした。表 1 と
表 2 は乙の乙とを確認している。
表 1 から， 1955年から 1970年にかけて15~30歳の労働力が41. 3%から33.7%へと推移し， 30 
~39歳のそれが20.4%から 23. 7%へ， 40~60歳のそれが30.2%から33.3%へと推移しているこ
とがわかる。かくして，その構造では，若い労働者と中年の労働者が優勢を占めており，高年
齢の労働者の割合が相対的に低い。 1970年には， (40~54歳の)最も高い賃金を支払われてい
(1) レーニン全集，第 6 巻， 116-118ぺーヲ。「なにをなすべきか ?J
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* 表 1 労働力の年齢構造 (1955年.....，1981 年) :% 
年令 1955年 1965年 1970年 1970年 1975年 1980年 1981年
15~19 11. 0 8.5 6.0 6.0 3. 1 2.5 2.5 
20~24 16.3 14.6 15.5 15.5 12.1 9.6 9.6 
25~29 14.0 12.5 12.2 12.5 12.5 11. 7 11. 0 
30~34 11.7 12.4 13. 7 14.4 
20.4 24. 7 23. 7 
35~39 12.3 12.1 12.8 12.1 
40~54 17.6 17.7 20.2 27.4 31. 3 33.6 33.9 
55~60 12.6 13.4 13.1 10.1 10.4 11.1 1. 4 
65以上 8.1 8.6 9.3 4.5 4.6 5.0 5.1 
* r労働統計要覧J ， 1970年， 36ページ;同， 1972年， 36ページ;同， 1973 
年， 36ページ;同， 1982年， 24ページから作成。 70年の終りから『労
働統計要覧』は新しい年齢別分類を採用した。 1955年， 1965年，
1970年の40~54， 55ー64， 65以上は，それぞれ40~49， 50~59， 60 
以上と読みかえよ。
**古い方式で計算。
***新しい方式で計算。
表 2 、年齢階級別賃金格差*
年齢 1960年 1965年 1970年 1975年 1978年 1979年 1980年
1織まで 43..9 61. 8 68.4 68.8 68.8 70.0 64.5 
18~19 73.3 77.3 81. 2 82.5 81. 7 81. 7 81. 7 
20~24 100. 。 100. 。 100. 。 100. 。 100.0 100. 。 100. 。
25~29 142.8 130.0 130.2 124. 7 128.3 127.9 127.2 
30~34 180.6 156.4 155.6 151. 9 156.9 155.4 154.3 
35~39 226.0 174, 5 171.3 169.9 178.0 178.3 176.7 
40~44 179.0 190.0 189.9 187.1 
286.7 197.3 187.0 
45~49 185.7 192.5 192.4 189.9 
50~54 189.6 191. 2 190.1 185.5 
280.0 193.6 181. 9 
55~59 163.1 166.2 165.1 158.8 
6骨齢以k 232.6 141. 8 127.5 128.1 132.2 131.1 122.9 
* r労働統計要覧J ， 1975年， 120ページ;同， 1982年， 103ページから
作成。
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る労働者の割合が全労働力の27.4%であった。
表 2 からわかるように， 1960~70年には， (40~59歳の)高年齢労働者の平均賃金は30歳未
満の労働者の平均賃金の 2 倍である。また最高と最低の格差は 7 倍になっている。ただし，乙
の時期の統計資料では， 50~54歳の(すなわち，労働者のなかで最も賃金が高い部分の)賃金
指標があきらかにされていないことにも注意すべきであろう。 '50~59歳の」現実の姿は〔統
計資料において〕代表されていないのである。なぜならば， (上述した) 55歳「定年退職」制
のもとでは， 55~59歳の労働者の賃金は最高の賃金よりもかなり(例えば， 40%ほど)低いか
らである。
乙れらの資料は，労働力のピラミッド型年齢構造のために，若い年齢時の低賃金が分別盛り
になって若干給料が高くなることで量的に埋め合わされる労働者が少ないことを示している。この
ような労務費の節約によって，日本の企業家は多額の利潤を獲得する乙とができたのだ。乙れ
は(たとえその役割が60年代の終り頃になって低下したとしても)資金調達の重要な源泉とし
て役だった。
さらには，上の行論で指摘したととし終身雇用制が労働者を特定の会社へと「しばりつけ
た」。高度成長期には，労働力への需要が急速なテンポで増大し，会社は従業員の補足的な確保
に多大な努力を払った。乙れについては，特に，雇用係数の動き(図 1 )が示している。乙れ
は仕事を探している人々と欠員数の比で、ぁ 411
1960年代の初め頃から中頃までは，雇用係数が u乙近かったが， 1967年から 1973年にかけて，
それは 1 を越えている(すなわち，労働力の供給が需要に大幅におくれている)。特に，熟練労
図 1 雇用係数の動き
雇用件数
2 
? ? ? ? ?
足不力働労
労働力過剰 O
1955 1958 1961 1964 1967 1970 1973 1976 1979 年
働力不足は著しいものがあり，ある時期には 200 万人叫達していfj! 乙れが低い失業率の維
持を促進したのであり，上述の時期の失業率は 1%を越えた乙とがなかっ fj!
(12) r労働統計要覧.!I， 1973年， 51ページ， <日本統計月報}， 1980年， 12月号， 141ページ。
(13) Ð"労働白書.1， 1971年， 25ページ。
(14) 0"労働統計要覧.1， 1977年， 10ページ。
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就職してきた従業員の多数が〔一般教育をうけただけの〕学卒者であったために，経営者は
彼らの教育訓練にかなりの資金を支出せざるをえなかった。〔だが〕乙れらの条件下でも，終
身雇用制は資本に極めて有利であった。なぜならば，相対的に未発達な産業予備軍市場のもと
でも，それによって，充分な教育をうけた労働力の安定した供給が保障されたからである。不
況になると(戦後の日本経済は1974~75年まで深刻な経済危機を知らなかった) ，経営者は(普
通非熟練作業に配置されていた)臨時工，日雇，社外工，を解雇した。彼らはつねに産業予備
軍市場において過剰であった。好況期比は，特別な苦労なしに，乙のような労働力を雇う乙と
ができたのである。年功賃金制ふそれがために，労働者の「我社」への「愛着」を刺戟した
のだ。
しかし， 1970年代の前半頃から，伝統的な日本的労務慣行システムの本質的な要素(すなわ
ち，雇用制度と賃金制度)に修正の傾向がみられるようになった。(上の行論で述べてきた)
経営者にとって魅力的な側面が対立するものへと転化したのである。これは資本再生産の諸条
件が変化した乙とと結びついている。
第 2 節 1970年から80年代初めにかけての労務慣行システムの近代化
1970年代は日本経済にとって重大な試練の年となった。 1974年の初めに深刻な経済危機が日
本を襲い、， 1955年以来はじめてGNP と国民所得が絶対的に低落した。特に工業は大きな打撃
をうけ， 1974年の工業生産は1973年と比べると 9.2%低下し， 1975年のそれは1974年と比べて
3.2 %低下しfp(危機以前の状況に戻ったのは1977年で、ある)。経済』情勢の悪化によって，多数
の倒産が生じた。 1974年には11631社が倒産したが， 1975年にはそれが12606社となり， 1976年
には15641社となう d! 中小企業がその大部分を占めたが，倒産の波は大企業にも及んだ(例
えば， (安宅〉がその一例である)。生産の縮小と多数の倒産は産業予備軍を本質的に増大させ
た。公式資料によると，失業者総数は1974年には73万人であったが， 1975年には 100 万人に増
えてい df しかし組合の資料はれば，失業者数はもっと多数である。なぜならば，公式統計
は 1 週間に 1 時間でも働いたならばそれらの人々を失業者とみなしていないからである。
「生き残った」企業の大多数は(未曽有の規模で)臨時工や日雇そして社外工を解雇し ， 10 
%の企業は本工さえも解雇した。また(臨時工を残して)本工を解雇する途を選んだ会社も数
多く存在し Tj! 乙れは}不況下に(いわゆる「減量経営」をおこなった)経営者が生産のすべ
ての費用を(特に労務費を)節約しようとした乙と，臨時工の賃金が本工のそれの約60%であ
ること， I乙依るものであった。たとえ大多数の会社が極端な手段(すなわち，本工の大量解雇)
(15) 11'経済要覧ゎ 1977年， 141ぺージ。
(16) Japan Economic Yearbook, 1977, p.171. 
(17) r労働統計要覧J ， 1977年， 10ページ。
(18) Japan quartely, vol. 27, N仏 1 ， p.31. 
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に訴えなかったとしても，木工の多くは配置転換されたり一時帰休を命じられた。経済危機の
もとでは労使は団結すべきである，と主張する企業もあらわれ，世聞を騒がせた。
乙のような状況は労働市場の状態をかなり変化させた。かつては生産の拡大は，原則として，
あらたな労働力の狂熱的な探究をひきお乙したが，新しい条件下ではいかなる新しい生産であ
ろうとも〔それに必要な〕要員を(失業者のなかl乙)見出す乙とができた。乙の場合， 70年代
の日本の失業者の大部分がかなり高い熟練を有しており，彼らを長期間にわたって教育訓練す
る必要がなかった，という事情を指摘しておかねばならない。例えば， 1977年には40歳以上の
(すなわち，かなりの熟練を有した労働力の)失業者の割合は失業者全体の40.0%であったが，
(}骨1981年にはそれが42.8%であった。だがそれとともに，大量の失業者の存在とならんで(特別
な熟練労働を必要とする)若干の専門職の労働者は不足していたのである。
生産に一定数の労働力を保障することを可能にしていた，伝統的な日本的労務慣行システム
の(経営者にとって)積極的な契機は，産業予備軍市場の変化という状況のもとで，その意義
を失った。さらに言えば，新しい経済発達条件のもとで，それは資本の利益に対立さえしてい
る。日本のブルジョア研究者も認めているように， 1974~75年の経済危機のはじまりとともに，
(それ以前の)かなり長期間にわたった，極めて順風で「危機のない」経済発達の時期はおわ
ったのだ(ただし厳密に言えば，その時期にも危機はあったのだが，生産縮小，成長テンポの
著しい鈍化，という形であらわれなかっただけである)。経済危機以降，経済成長のテンポは 3
倍以上もおち，経済は安定を欠いていった。今日，企業は経済市況の変化に出来るだけ適応し
生産をすみやかに拡大したりあるいは縮小する乙とを要求されている。それ故に， (企業家が
市場の変動に関わりなく従業員に仕事を提供しなければならない)終身雇用は，益々，ビジネ
スによって，「日本経済の発達に否定的な影響を与え d! システムとして，みなされてきてい
る。
年功賃金制もブルジョア研究者のなかで少なからざる非難をあびている。特IL.，ある日本の
経済学者は，「日本の賃金制度は確かに高度成長期には大きな長所を誇っていたが，減速経済
自1)のもとでは一連の欠陥があきらかになってきたJ，と述べている。新しい条件下では，その適
用は(資本の立場からは認めがたいほどに)労務費が高くなる乙とを意味する。
乙れは，特に， 70年代の中頃から日本人の教育水準が本質的に高くなってきた乙とに原因し
ている。日本人の知識欲(そして学歴信仰)は，財産的にも社会的にも一定の地位を占めたい
という志向に，大きく条件づけられている。換言すれば，教育(特に高等教育)をうける乙と
は，普通，「エリートへのパスポート」としてみなされているのだ。週刊〈東洋経済〉によれ
ば，資本の後継者たちでさえも(大卒でなければ)高い管理ポストに就く乙とを期待できない
(19) r労働統計要覧Jj， 1982年， 34ページ。
側{日本経済センター会報)， 1979, No.355 , 22ページ o
(21) The Japan Economic Journal, 1978, No.795, p. 6. 
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のである。もちろん，この範轄の人々のために，乙の国では，特別な「エスカレータ・システ
ム」が存在している。そのシステムによって，金持ちの両親の子供たちは私立学校において立
派な中等教育をうける可能性を与えられており，このことが「一流の」私立大学あるいは国立
大学への入学を事実上保障している。
日本の学校には 4 つの段階がある。 6 ヵ年の小学校， 3 ヵ年の中学校， 3 ヵ年の高等学校。
大学は通常 4 ヵ年である。 1960年には小学校を卒業した99.4%が中学校にすすみ，中卒の84.8
i2.3) %が高校へ，高卒の15.9%が大学に進学しただけであったが，現在ではこの数字が根本的に変
化している。今日では事実上すべての日本人が中学だけではなく高校を卒業している。 1976年
には，中卒の92.6%が高校を入学し，高卒の38.6%が大学に進学し ff! 労働省の評価によれば，
1985年から日本人のすべてが12学年を終了し，彼らが大学に入学する割合は50%に達す次
現在の生産は(物理，化学，数学について一定の知識を有する)教育をうけた労働者を必要
としている。乙のような労働者の教育水準の向上は，いうまでもなく，日本の経済の発達に刺
戟的な影響を与えている。それとともに，乙の過程によって，若い人々が社会的生産に参加す
ることが若干遅れ (15-19歳の)低賃金労働者が事実上消失している。 1965年には彼らは全労
働者の 8.5 %であったが， 1980年にはそれが 2.5 %までにおちこんだ(表 1 を参照)。年功賃金
制のもとでは，これは労務費の増大をもたらす。
そして，独立生計者(従って労働力)の年齢構造もこの方向に(しかもヨリ幅広い規模で)
作用している。事実，日本の人口動態的構造は老齢化の方向に変化しているのだ(表 3 )。
* 表 3 日本の独立生計者の年齢別動向
年 15歳まで 15-19歳 20-29歳 30-39歳 40-54歳 55-59歳 60-64歳
1955 100.0 14.6 26.9 19.0 2. 1 5.4 4.3 
1960 100.0 14.4 25.3 20.8 21. 4 5.6 4.4 
1965 100.0 14.8 23.9 21. 5 21.2 5.5 4.6 
1970 100.0 11. 0 25.0 21. 0 22.9 5. 7 4. 7 
1975 100.0 9.4 23.5 20.9 25.2 5.6 5.0 
1980 100.0 9.2 19.0 22.4 26.4 6.3 5.0 
1985* * 100. 。 9.5 17.0 21. 0 26.8 7.4 5. 7 
1990* * 100.0 9.9 16. 1 16.8 27.8 7.8 6. 7 
1995* * 100.0 8.9 18.0 15.4 27.1 7.6 7.1 
* Ir活用労働統計jJ， 1981年， 122ページから作成。
** 予想。
仰〈東洋経済}， 1977年， No.4012, 57ページ。
間 『日本統計年鑑.1， 1961年， 457ページ， r同.1， 1964年， 461ページ;『同.1， 1965年， 517ぺーツ。
凶〈エコノミスト}， 1977年， 55巻33号， 10ページ。
間〈エコノミスト}， 1977年， 55巻38号， 10ページ。
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表からもわかるように， 1955年には， 15~29歳の年齢層が独立生計者の41. 5%であり， 40歳
以上が39.5%である。 1965年にはこれらの指標がそれぞれ38.7% と 39.8%であり， 1980年には
28.2% と 49.4%になっている。現在の予想によれば， 1995年にはその数字が26.9% と 57.7%に
なるであろう(高齢化傾向は2025年まで続くのではないかL
労働力構造にもそれなりの変化が生じてきた。 1970年には15~29歳の労働者の割合が34.0%
であり 40~54歳のそれが27.4%であったが， 1980年にはこの指標がそれぞれ23.8% と 33.6%に
なった(表 1 参照)。
そして80年代の初め頃に(伝統的な労務慣行システムに壊滅的な影響を与えた)新しい経済
的要素があらわれた。それは(産業用ロボットや柔軟な生産システムの導入，電算機の適用，
を基礎としてお乙なわれた)生産の総合的自動化である。資本主義世界では，一番速いテンポ
で生産が増加し現代的な自動化技術が適用されている国が日本である。特に， 1981年には，乙
の固において約 7 万の産業用ロボットが利用されていたが，乙れは世界のロボット総数の号を
占めていた。 1 ヵ年でそれが 2 万 5 千単位で、増加した乙ともあっ d!
と同時に，今日ではロボット技術の導入のもとで生きた労働が大量に駆遂されている事実に
も注目すべきである。例えば， 1980年に， {富士通ファナック〉社は多品種少量生産をおこな
う高度に自動化された工場の操業を開始した。そこで、は， 100 の産業用ロボッ卜， 75のNC工
作機械，そして中央電算機，が設備されでいる。 100 人が生産に従事した(同ーの生産能力で
自動化されていない工場ならば，約1000人が必要で、あったであろう)。
1981年に， {山崎鉄工所〉が工作機械製作のために高度に自動化された工場を建設した。こ
の工場では， NC工作機械，産業用ロボット，自動計量設備，自動運搬システム，が存在し，
中央電算機がその作用をコントロールしている。乙乙では昼間は12人がそして夜間は 1 人の当
直オペレーターが勤務している。専門家の評価によれば，同ーの生産能力で自動化されていな
い工場ならば 200 人以上の従業員を必要とす♂
手元の資料によれば，日本の大会社の大多数は1985年までに(生きた労働の適用を本質的に
減少させる)総合的なロボット・システムを導入する計画をたてていよ!このような(極めて
安定したあるいは相対的に急速な経済成長のもとでも失業者数が増加するという)情況は日本
の様々な社会クソレープを動揺させている。日本の進歩的勢力は，ロボッ卜技術の無統制な普及
を制限する乙と，資本主義的生産「合理化」に反対すること， I乙自己の課題を見出している。
日本共産党や日本社会党そして総評の見解によれば，総合的自動化が勤労者の利益と対立せず，
勤労者の物質的状態を改善する方向で作用するように，自動化を統制する乙とが必要なのであ
る。乙れと関連して，彼らは，重労働や危険な労働の比重が非常に高い経済領域や(人間の能
位。The Japan Times, 1982, January, 14. 
(27! <海外情報通報)， 1981年， 5 月 12 日.
(28) 1 ndustrial Robots , 1982, pp. 8 -10 ; Far Easten Economic Review, 1982, No. 4 , p.28. 
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力では効果的に働くことが困難であるような)特に複雑な作業においてのみ，産業用ロボット
を適用すべきである，と主張している。
(独占体に支持された)政府グループは産業用ロボットの導入を全面的に推進する方針をと
っている。特に， 1983年 8 月に採択された， 1980年代の終りまでを考慮に入れた，新しい経済
および社会発達の長期的プログラム(いわゆる 1180年代の社会。経済の展望と資金.! )では，ロ
ボット化がもたらす否定的な社会的結果を予防する必要性について何も触れられていない。逆
l乙，乙のプログラムでは経済への国家の介入をひかえるべきだとされているが，これは，本質
的には，日本の独占体にロボッ卜化を急速にすすめる「キッカケ」を与えているのだ。このよ
うな政策は，現在の予測に従えば，ごく近い将来に産業予備軍を独立生計者の 4-5%あるい
はそれ以上の水準へと本質的におしあげるであろう。
乙のような条件下において，現在の雇用・賃金制度は，一面では，労務費の増大をもたらし，
他面では，労働者には相対的に安定した雇用を保障するが，会社に対しては経済市況の変化に
すみやかに反応し，必要ならば生産を縮小し，労働節約機械や技術の導入にあたって賃金総額
を節約することを不可能にしている。このような状況は資本にとっては都合が悪い。これがた
めに， 70年代に，日本において， (経済的観点からすればビジネスの利益と益々対立してきた)
乙れらのシステムの近代化をいかにしてすすめるべきか?という問題をめぐって，活発な議論
が展開された。この議論は今日においてもおわっていない。日本の労働組合は，伝統的な労務
慣行システムの近代化に(そのような近代化は経済発達の新しい時期のトラブルを労働者階級
を犠牲にして解決しようとする資本の誌みであるとして)反対している。労働組合は，年功賃
金制の放棄は必然的に賃金総額の切り下げにつながり，終身雇用制の廃止は失業者数の増加に
つながる，と考えている。経営側は，資本の利益と労働者の要求を妥協させなければならない
との「むだ口」のために，この議論を利用し，現実には，そのシステムを狭い階級的利害のた
めに近代化し新しい経済発達条件に適用していくために，ありとあらゆることを行っている。
この近代化はつぎのようにしておこなわれている。
なによりもまず，伝統的な賃金体系をとっている企業数が減少している。このような資料は，
日本では，近代的な支払方式が積極的に日本の企業で導入されはじめた1970年から，公表され
た。 1970年には従業員30人以上の企業の19.4%が年齢と勤続年数を賃金額決定の基準とし27.9
%が職務評価を基礎として賃金を決定していたが， 1977年にはその指標がそれぞれ11. 5% と
42.6%になった。総合給制度を採用する企業の割合は，その期間中に， 52.9%から45.9% に下
がった。
(上の行論で示した)資料を分折する場合には， 1977年までは統計が(労務慣行の領域にお
いて非常に保主主義である)サービス部門の企業を含めていないという事実を考慮しなければ
四1) (前衛)， 1982年， No. 2 , 122-131ページ; (社会党)， 1982年， No.12, 109-117ページ。
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ならない。それ故に，伝統的な支払制度がかなり集中的に洗い流されていたのだ。それととも
に，日本の(職務評価をとりいれている)企業でさえも「年齢と勤続年数」基準を完全に拒否
したわけで、はなかった。そのような基準は，基本給の決定において(決して主要なものではな
いが)基本的なものの 1 つなのである。
とはいえ，労働者のいわゆる「給料」において，職務評価にもとづく部分の比重が確実に増
表 4 月間賃金構造の動き*
所 定 内 賃 金
年 全体 基 本 給 所定外
全体 手 当 賃金
属人給 総合給 仕事給
1967 100.0 88.0 7.0 56.5 9.5 15.0 12.0 
1969 100. 。 87.4 14.2 46.4 11. 2 15.6 12.6 
1971 100.0 89.8 13.8 36. 7 24.5 14.8 10.2 
1973 100. 。 88.6 20.5 32.8 20.5 14.8 11. 4 
1975 100. 。 91. 8 17.0 32.5 27.6 14. 7 8.2 
1977 100. 。 90.8 15.2 32.1 29.4 14.5 9.2 
* Ii労働統計要覧JJ ， 1969年， 160ページ;同， 1973年， 168ページ;同，
1975年， 144ページ;同， 1977年， 150ページ;同， 1979年， 152ペー
ジから作成。
え，それとともに伝統的な部分が低下している，という傾向，がみられる。乙の傾向をあきら
かにするためには，日本の労働者の賃金構造の動きを分折する乙とが必要である。これは極め
て複雑である。
年間賃金は月給と(夏と冬の)ボーナスから成る。ボーナスの総額は 1 ヵ'年の賃金額の与か
ら士を占めている。 1 ヵ月の賃金は所定内賃金と所定外賃金にわかれる。そして所定内賃金が，
今度は，基本給と諸手当にわかれる。
基本給には 3 つの構成要素がある。 (1)年齢と勤続年数に対応して決められた，「属人給J ， (2) 
属人的要素と仕事的要素を総合勘案して決められた，「総合給J ， (3)職務評価を基礎として決め
られた，「職務給J あるいは「仕事給J。基本給に占める伝統的部分(すなわち，「属人給」と
「総合給J) の割合は， 1967年から 1977年にかけて，月間賃金の63.τ%から47.3%へと減少し
た一一特に，「総合給」の割合が急速に下がっているーーが，近代的な部分(すなわち，「職務
給J) の割合は9.5% から29.4%へと高くなっている(表 4 を参照)。
手当は， 70年代には，ほぼ同一の水準(すなわち，月間賃金の14~15%) を保っている。諸
々の手当の相互関係も余り変化していない。
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日本の労働者の 1 ヵ年の賃金においてボーナスは非常に重要な役割を果たしている。すでに
ー，日 1 ~ ;> 1 指摘したととしその額は従業員の年間所付のすからzを占めている。ボーナス制度は人員の
流動性の減少と企業への労働力の定着を促進している。なぜならば，ボーナスの額が勤続年数
に対応して決められているからである。月間賃金と異なり，勤続年数に対応して，ボーナス額
は増えている。
従って，日本の労働者の年間賃金構造には極めて矛盾した状況がみられる。すなわち，ある
要素はかなり急速に近代化されているが，他の要素では，逆に，保主主義が支配的である。そ
れと同時に，伝統的賃金の終罵傾向が，一般的には，かなり明白に確認されている。
多数の会社は，経済発達の諸条件が変化してきたために， [伝統的な賃金制度のもとではあ
たりまえであったJ r定期昇給」の見直しをはじめている。その元祖が〈鐘紡〉である。{鐘
紡〉は， 1976年に，新しい賃金制度を導入した。それによると， (年齢に対応した自動的な)
「定期昇給」は(定年ではなく) 45歳でストップし，それ以降賃金は凍結する。この制度の提
唱者たちはこのような「頭うち」を正当化しようとするだけでなく資本家は「施思者」である
と示そうと努め，このような賃金原則は公平であり，また単に独占体だけではなくむしろ(高
年齢層が，自己の労働がいままでのように生産的ではなくなったとしても， 45歳と同じ賃金を
もらえる，という点で)労働者にも有利である，との考え方，を幅広く宣伝してきた。この主
張には，もし高年齢層に支払われない賃金が若年層の聞に配分されているならば，一定の根拠
が存在する。しかし，この制度の提唱者たちはそのようなことをしなかった。 45歳までの従業
員はいままでと同じ「賃率」で支払われている。日本の経済学者の評価によれば， {鐘防〉は，
乙のような「公平」によって，賃金総額の約10% を節約したのである。
日本の会社はすぐに〈鐘防〉の事例を研究した。そしてその多くの会社は[{鐘防〉よりも〕
先にすすみ， 50歳以上の(若干の会社では45歳以上の)高年齢層の賃金を凍結するのではなく
若干下げはじめた。それがために，現在では，以前のように50~54歳の従業員ではなく， 45~ 
49歳の従業員が，最高の賃金をもらってし143:
これらの処置は，生産に若い労働力を積極的に投入する政策と相まって，いままで(大きか
った)年齢間賃金格差が急速に縮小するという結果をまねいた。 1960年には17歳までの労働者
の賃金は40~49歳の労働者の賃金よりも 6.5 倍も低かったが， 1978年にはその格差が 2.9 倍ま
で縮まった(表 2 を参照)。年齢間賃金格差縮小過程は1950年代にはじまり今日まで続いている。
しかし， 1970年代の中頃まではそれが主として量的変化であったが，それ以降は質的変化であ
る，と言えるであろう。日本の労働者の賃金は(かつては入社から退職まで毎年自動的に昇給
していたが)今日では全く異なる変化をみせている。〔現代の日本の労働者の〕賃金は40歳ま
(30) ヴェ・フルィノフ「日本の温情主義的賃金制度の危機J-(世界経済と国際関係}， 1978年， No. 2 , 75~76 
ページ。
(31) Japan Labor Bulletin, 1979, vo1. 18, No.ll , p. 7. 
- 83-
宮坂純一
では急速に上昇するが，つぎの10カ年は極めてゆっくりとしたテンポで上昇し，つぎの 5 ヵ年
で若干下降ぎみとなり， 55歳以降は急速に下がっている。乙れは，いうまでもなく，今日の生
産力発達水準のもとで，資本が(その教育水準と技能水準が現代の生産の要求に最もよく乙た
えている)若年層および中年層の労働者に最大の〔仕事の〕効率を期待しているからである。
また最近では，経営者側はいわゆる「選択定年制」政策を益々幅広く実施してきており，乙
れによって， (資本にとって〕不必要となった従業員が(退職金を支払われて)退職させられ
ている。この政策の本質はつぎの点にある。企業では，以前と同じように，「定年退職」年齢
(すなわち， 55歳あるいは若干それより高い年齢)が定められている。この年齢に達すると，
従業員は(満額の退職金をもらって)退職しなければならない。ただしそれとともに，従業員
は，自分の希望で，若干若い年齢で退職することができる。この場合には，割増退職金が支給
される。(乙のような権利をもっ)従業員の年齢は45歳から50歳までである。例えば， (乙の
制度を1969年に導入した) (伊勢丹〉では， 50歳が乙のような年齢とされたが， 1971年比は45
歳へとヲ|き下げられた。乙の会社の幹部は，乙のような年齢引下げを， 50歳をすぎると転職が
極めて困難である乙とによって，説明してい次
上述の政策は， 1974~75年の危機の時期に，特に幅広く実践された。労働者の一定部分はこ
の時期にその政策に屈し，将来のことを考えずに， ((割増〕退職金をもらって)退職すること
に同意したのであった。このような方途によって，多くの会社は，高給取労働力のかなりの部
分を排除し賃金総額を節約し(相対的に小さな負担で)危機を脱することに成功したのである。
日本の経営者が(伝統的な雇用・賃金制度の適用が資本にもたらした)否定的な結果を根絶
しようとしてあるいは小さくしようとして用いた基本的方式はこのようなものであった。乙の
政策の結果，危機の時期のそして危機後の時期の苦境はかなりの程度にわたって労働者の肩に
転嫁させられたのである。
日本の多数の経済学者は，上の行論で述べてきたことと関連して，つ・ぎのような結論l乙達し
ている。伝統的な日本的雇用・賃金制度は崩壊した，と。例えば，孫田良平は，日本の19歳の
労働者の名目賃金が，彼の計算によれば， 1961年から 1976年にかけて 8 倍上昇し， 32歳のそれ
が 5.7 倍上昇し， 45歳のそれが 4.4 倍上昇上昇したために，年齢間賃金格差はまもなく消滅す
るであろう，と考えてい d! 〔小林謙一はJ ，国際比較を基礎として，高年齢層と若年層の賃金
格差はアメリカや西ヨーロッパの当該指標に非常に類似して t~ る，と主張していよ! 〔だがこ
れに対して舟橋尚道はJ ，日本では， (原則として]，賃金のかなりの部分が(年齢や勤続年数
といった要因と直接に結びついた)基本給を基礎として決定されているが，他の諸国ではその
ような基本給は事実上存在せず，賃金格差は技能や職務水準の相違にもとづいている，とまと
(32) Japan Economic Journal, 1978, No.790, p.20. 
(3) Japan Economic Journal, 1978, No.792, p. 6. 
(34) <日本労働協会雑誌)， 1979年， No.ll ， 4 ~ 5 ページ。
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めている。また隅谷三喜男は，「終身雇用」は観念だけが独り歩きをして，内実は著しく空洞
化してしまった，と考えている。なぜならば，日本人の大多数は，強制的に「定年」退職させ
られた後も， (定年後の生活不安を解決するために〕かなりの期聞にわたって「嘱託」として
働いているからである。例えば， 1968年には， 60歳の(および60歳を若干越えた)日本人の約
÷がいまだに働き続けており， 9.8 %が(就労の意思があるの同無業者で、あっ d!
このような〔伝統的な制度の崩壊という〕観点には一定の根拠か存在しているようだ。事実，
伝統的な日本的年功賃金制度はかなりくずれ，「終身雇用」は崩壊傾向を示している。ソビエ
トの経済学者もこの乙とを指摘してい弐しかし，このプロセスの諸々の結果は，筆者の見解
によれば，伝統的な賃金・雇用制度が，日本の若干のブルジョア学者が指摘しているように，
完全に崩壊した，との結論，をだすにはいまだ不充分である。現在言える乙とは，伝統的な制
度が重大な危機におちいっている，という乙とだけである。既存の制度の完全な否定ではなし
その近代化そして(変化が激しい)日本の経済発達の諸条件への適用がすすんでいるのだ。乙
の国では，新しい(すなわち，伝統的な制度とは本質的に異なるが，西欧の制度の模倣ではな
い)労務慣行システムが形式されつつあるのだ。
独占資本ク事ループは，終身雇用制と定期昇給制の「終罵J と関連して，幅広い宣伝を展開し，
日本の労働者に，乙れら制度の放棄が彼ら(労働者)にとって何ら悪い乙とではないとと，彼
らの生活水準がアメリカや西ヨーロッパの水準にまで向上する乙と，を吹き込もうとした。資
本は(いままであきらかに儀邑されてこなかった)若年労働者の物質的利益に賭けたのである。
例えば， <リコー〉の社長は，年功賃金は若い能力ある労働者の利益と対立する，と言明して
い di 乙れは，もちろん，その通りであろう。しかし ， (若い年代に本質的に優遇されて乙な
かった)高年齢労働者の利益をいかに取扱うつもりなのであろうか?
それとともに， (従業員に「会社人」意識を植えつけてきた)伝統的な雇用・賃金制度は，
その政治的アスペクトの点で，経営者を魅了し続けている。彼らはその制度の経済的本質を骨
抜きにしているが，政治的には，「労資の利害の調和」という幻想を植えつけるために，将来
も利用したがっているのだ。
特に， (ピック・ビジネスの労務管理や労資関係を研究している) r 日経連」は，昇給の場
合には(但し， 45歳までであるが)年齢と勤続年数を優先させる乙とが合法的である，と主張
している。それ以降は，日経連エコノミストの見解によれば，賃金は凍結されるかあるいは労
働結果に応じて(すなわち，職務評価にもとづいて)あげられることになる。そして「定年」
を60歳まで延長するように勧告されてい次
(35) <エコノミスト)， 1980年， No. lO, 85ページ。
。。例えば，ヴェ・フルィノフ「日本の温』情主義的賃金制度の危機J; テー・カリヤキナ，ヴェ・フルィノフ「労
働と労使関係領域における国家と独占体の政策」一一〈世界経済と国際関係)， 1983年， No.1 を参照。
(3わThe Japan Economic Journal , 1978, No.798, p.28. 
(38) Japan Labor Bulletin, 1979, vol. 18, No. 1 , p. 7. 
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プラン
この「日経連」計画はいくつかの目的を同時に追求している。第 u乙，伝統的な賃金制度の
「近代化」に対して労働組合の同意を得ること。その埋めあわせとして， (日本の労働組合が
かねてから主張してきた) I定年」延長が提案されている。第 2 IL.，高年齢層(すなわち，企
業に対してつねに多大な「忠誠心」を発揮してきた，労働者階級のなかゆ高給サラリーマン)
を資本の側に引き入れること。 1980年には， 50~55歳の(すなわち，「定年」間近の)労働者
は労働力全体の約士を占めていた。乙の年齢層の大部分は(彼らカ吋だ完全な労働能力を維
持していること，年金制度が充分に発達していないこと，のために)普通新しい職場を探して
いる。乙れと関連して，日本では，いわゆる「再雇用」が非常に普及している。乙の制度によ
れば，労働者は，「定年」退職後も，同一企業でしかもしばしば同一職場で，但し，「嘱託」と
して，働くことができる。乙れは，賃金の大幅な(約40%の)ダウンそして不況の際に身分の
保証がない乙と，を意味している。伝統的な雇用・賃金制度の近代化は，すでに指摘したとと
しまさしくこの年齢層の労働者の利害に最もかかわるものであり，乙れは彼らの「愛社心」
に反映せざるをえなかった。世論調査の結果によれば， 1970年の終り頃から，伝統的制度は破
局的に衰退しはじめた。それ故に，「定年」延長によって，日経連エコノミストの見解に従え
ば，職場の「風土を健全にし」なければならなかったのである。そして最後に第 3 として，上
述の処置の実現は賃金総額の削減につながる。
かくして， 70年代の中頃から，日本の労資関係はかなり強力に近代化されてきている。[だ
が〕独占資本クゃループの(乙の領域での)政策は一義的ではなく矛盾している。一面で，日本
の経営者は，新しい経済発達条件のもとで，「すべての生産コスト要因J (特に労務費)を節約
する乙とを余儀なくされている。伝統的な賃金・雇用制度の適用は労務費の増大を招き，企業
の存立を危くするのだ。それ故に，ピック・ビジネスは労務慣行の古くなった(資本にとって
経済的に有利ではなくなった)伝統的な要素を放棄せざるをえなくなったのである。他面で，
労務慣行のなかの(その有効性が上述の伝統的制度によって保障されている)温情主義的要素
はつねに日本の資本家の「切り札」であった。それがために，日本の独占体は伝統的な雇用・
賃金制度のなかの(彼らの狭い階級的利益にこたえ，新しい経済発達条件のもとでも効果的に
利用できる)要素を維持しようと努めている。乙れと関連して，今日生まれつつある「新しい
時代の雇用・賃金制度はいま存在している制度の若干の特徴を反映するであろ均と主張する
小池和男には，同意できる。一面で，終身雇用と定期昇給制度の(資本にとって有益な)要素
が維持され，そして他面で，資本に不利益な要素が作用しなくなり切り捨てられていくなかで，
将来の日本の労務慣行の発達方向が徐々に決定されていくのであろう。
上の行論で述べてきた乙とは，日本の労務慣行システムは，既存の姿では，単に経済的機能
だけではなしその基本的な政治的機能(すなわち，「労資協力」という雰囲気を植えつける
倒1) <日本経済研究センター会報}， 1979年， No.355, 19ページ。
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こと) も遂行できない，との結論を可能にする。
日本のブルジョアジーは，経済発達の諸条件の変化を考慮して，現代資本主義社会の基本的
階級聞の対立を緩和しカムフラージュする新しい手段をがむしゃらに探究している。乙の方向
での決定的歩みはすでに(しかもかなり成功裡に)なされている。それとともに，労資関係の
コンフリク卜が強まる可能性があることも否定できない事実である。この可能性が現実化する
か否かは，日本の労働者階級，労働者の政党，左翼の組合そしてその他の民主的組織が，乙の
領域において，いかなる立場を占めているのか(すなわち，彼らが「国民の共存共繁」の達成
という途へ向かっているのかあるいは階級闘争の立場から自己の利益を首尾一貫して擁護して
いるのか) ，に依存している。
かくして，日本という固には，極めて特殊な労務慣行システムが機能している。その基本的
な特徴は終身雇用と(年齢と勤続年数にもとづく)定期昇給である。しかし， 1970年代中頃か
ら，特に1974~75年の経済危機の後，この( r企業一家主義」という温情主義的イデオロギー
の基盤を成していた)特徴は極めて強力に洗い流されてきた。なぜならば，上述の雇用・賃金
制度を(新しい経済発達の諸条件のもとで)本来の姿で維持していくことが，日本の独占体に
とって，経済的に，本質的に，不利になったからである。ピックビジネスは，乙の制度の(資
本にとって)不利な経済的原則を徹廃し，その政治的機能(すなわち，労資関係の激しい社会
的コンフリクトを緩和する乙と)を出来るだけ維持していくこと，に全力を尽くしている。そ
してそれとともに，「温』情主義」といういまにも倒れそうな建物を「新しくする」ことをめざ
した，新しい(いままでは日本にはみみられなかった)労務慣行システムの要素，が積極的に
探究され導入されている。
独占体が(労働者の経営「参加」という)賃労働を搾取し労資関係を「安定」させる方式を
非常に重要視してきているのは，このためである。
第 3 章現代日本の経営「参加」
すでに指摘したととし日本のブ、ルジョアジーは1950年代中頃から労働者の経営「参加」運
動に(そこにおいてリーダーシップを握りながら)積極的な態度をとりはじめた。このことは，
現在日本で実践されている「経営参加」形態の大多数が，団体交渉制度だけを例外として，ブ
ルジョアジーの階級的利害にこたえている，という乙とにつながる。このような「参加」は経
済の 4 つのレベルでおこなわれている。すなわち，
(1)職場レベル。自律作業小集団， QC , ZD，職場懇談会など。
(2) 企業レベル。労使協議制，労働者重役制など。
(3) 産業部門レベル。(産業別労働組合組織の代表者と産業別経営者組織の代表から成る)部
部門別労使会議。
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(4) 国民経済レベル。(政府，労組ナショナル・センター，経営者連盟の代表者を含む)ー
連の政府委員会。
それぞれの「経営参加」方式の原則や構造には(それがどのレベルで、お乙なわれているかに
よって)かなりの特色がみられるために，それぞれのレベルを考察することが必要である。
第 1 節職場レベルの経営「参加」
日本では，今日，経済の低いレベルすなわち職場レベルの「参加」が最も普及している。乙
れは(日本の経営者によって1950年代の終り頃から幅広く実践された) I人間関係」論と密接
に結びついている。現在では，この固には，そのような経営「参加J をなんらかの形態で実践
していないような企業は 1 社も存在しない。
すでに指摘したととし職場レベルの経営「参加」はヨリ高いレベルの「参加」とは本質的
に相違している。なぜならば，職場レベ、ルの「参加」は，その本質上，経済権力システムにい
かなる重大な修正も要求しないからである。それは労働組織への新しいアプローチの具体的な
あらわれであり，労働力に対する(現代の生産発達水準の)新しい要求を反映している。低い
レベルの「参加」制度には，資本の経営権を脅かすものが含まれていない。それ故に，経営側
から，それを導入する場合，なんらの反対もみられないのだ。というよりも，乙のような「参
加」は(資本主義的な労働「合理化」の手段として)利潤の本質的向上をもたらし，それがた
めに資本はその普及に多大な関心を示すのである。乙れらの制度のなかから最も有名なものを
検討する乙とにしたい。
1960年代の初め頃，日本生産性本部はいわゆる「自主管理、活動」の研究と宣伝に着手した。
乙の活動の 2 つの基本的方向を区別すべきであろう。 QC活動と ZD活動がそれである。
QC活動は1962年にはじまりすぐに幅広い規模へと発達した。「高品質の商品のみを生産す
る」という原則が， 1960年にそして特に(国内市場だけではなく国際市場においても競争が激
化しはじめた) 1970年代後半に，日本の圧倒的大多数の企業の主要な活動原則の 1 つとなった。
発達した資本主義諸国の企業の競争能力そして国民経済の安定が，経済危機のなかで，乙こ数
10年の傾向として，単に産出される生産物の原価だけではなくそれ以上に商品の質に依存して
きている，という乙とが問題なのだ。日本の多数の企業の指導者たちは，自社の生産物の質を
向上させるために，高熟練労働者のなかから IQC グループ」を編成した。このようなグルー
プの数は， 1965年から 1980年にかけて， 4930から 115245へと増加し，それに参加する労働者の
人数も 70920人から 1， 062， 759人へと増加し出かくし丈，乙のク。ルーフ。は，平均して， 9 ~10 
人から成る。これらの労働者は， (たとえ少額であろうとも)金銭的プレミアムを含めた，奨
励によって，「義務」惑を育成され，乙れが彼らをして同僚の仕事を統制するように鼓舞して
(1) The development of industrial relations systems: Some implications of Japanese experience. P., 
1977, p.10, 27. 
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いる。ソヒ、、エ卜の研究者ヴェ・フルィノフの的確な評価に従えば，「 Q C」は実践的には「労
働者による労働者の統制」という性格をおびているの t~?~
日本の労働省が実施した調査結果によれば， rQCサーサル」 のメンバーは，毎日の(すな
わち，すべての生産過程をたえず管理するという)活動以外に，少なくとも 1 ヵ月に 2 回，作
業時聞に，生産効率向上の諸問題を審議するために集会をひらき，これらの集会の過程で，安
定技術，品質管理，労働モラル，「人間関係j，モチベーシヲン・システムの改善など，に関
する価値ある提案，が提起きれている。ク、、ループの提案のかなりの部分が，原則として，具体
化されてい 41
rQC サーク jレ」の存在は経営者此って極めて有益である。全サークルの約t (29 協)
は経済的には全く刺戟されておらず，残りも，実質的というよりはむしろ名目的に，刺戟され
ているにすぎない。 rQCj 活動への平均支出額は， 1980年には， 1 人当り約 1 万円であり，
(このわずかな額から) 1 人当り 3465円が奨励に割りあてられている。これは 1 ヵ月の平均賃
金の 2%弱である。この活動の経済効果は， 1985年には， 1 ヵ年で 1 人当り 148， 837 円であっ
出従って，この領域の投資効果は 14 90 %であり，成果は全体で1580億円に達している。
rZ Dj 活動は 1950年代の終り頃からはじまった。そして1960年代の終りには，この国の事
実上すべての企業に rZDクゃループ」が存在するようになった。このクゃループは中堅労働者と
(普通職長のなかから経営側の非公開の推薦によって任命される)インフォーマル「リーダー」
から成っている。それぞれのグループ内で，「従業員全体の繁栄」というスローガンのもとで，
生産効率向上をめざした議論が(少なくとも 1 カ月に 2 回)お乙なわれる。多数の合理化提案
をおこなったグループが，「優秀」として，みなされる。乙のようなク守ループは表彰され，特
別な場合には，金一封が与えられる。しかし，その額は，会社が得た巨大な利益と比べると，
ごくわずかである。例えば，この制度を導入した〈日本電気〉では， 1965~67年だけでも， rZ 
D グループJ から 15000 件以上の合理化提案を得たのであり，乙れは，乙の会社に， 30億円の
特別利潤をもたらした。だがこれらのク、、ループ活動への支払は約5000万円にすぎなかっ fz 経
営者が(会社にとって)有益な提案を採用した乙とは明白であり，労働者は審議権さえも有し
ていなかった。
「自主管理活動」は資本に巨大な経済的利益をもたらしたしもたらし続けている。例えば，
ソヒ、、エトの経済学者イエ・スタロヴォイトフ (E. A. CTapOBO誼TOB) の評価に従えば，日本の巨
大金属会社はこの活動の組織化に約 7 億円支出したが，その経済的効果は 400 億円に達し Tit:
かくして，投資効果は5600%である。
(2) ヴェ・フルィノフ『科学技術革命下の日本の労働者階級~， 1978年， 112ページ。
(3) J apan Labor Bu!letin, 1982, vol. 21 , No. 1 , p. 6. 
(4) Ibid. 
(5) 辻岡靖仁『現代の合理化~， 1967年， 114ページ。
(6) イエ・スタロヴォイトフ『日本の大治金会社の管理~， 1980年， 136ページ。
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「自主管理活動」以外にも， (個々の職場そして会社全体の活動について労働者の個人的意
見を収集し考慮することを基本的な機能とした)制度が幅広く発達してきている。
なによりもまずいわゆる「提案制度」がそれである。(乙の制度が設けられている)会社の従
業員は会社の活動について自分の意見を述べ(技術問題から組織構造まで)かなり幅広い問題
について具体的な提案をおこなう乙とができる。従業員は自己の提案を(提案用紙に記入して)
企業内に特別に設置された箱に投入する(それがために，若干の研究者はこの「参加」形態を
「提案箱」方式と名づけている) 0 (労働者の代表も参加することがある)提案審査委員会が提
案を審議する。最も価値ある提案をお乙なった従業員には，おとそかに，現金あるいはその他
の報償が与えられる。このために，普通，工場集会あるいは職場集会が召集される。また，優
秀な提案者には教育訓練や昇進において特別な便宜がはかられることもあ￡ブルジョア学者
の一連の研究では，「提案制度J は(日本において古くから普及している経営制度である) r菓
議J (すなわち，生産・財務・マーケテインクーなどの企業活動について， ミドルやトップが集
団的に決定をおこなう，システム)の独特な変形である，との見解，が述べられている。彼ら
の主張に従えば，そのような実践を一般社員にまで普及させたものが「提案制度」なのである。
かくして，労働者も(トップやミドルと同じ基盤のもとで)経営に参加しているんだという
意識を〔労働者l乙〕植えつけようと試みられている。だが現実には，すべての管理テコは経営
者側にとどまっている。なぜならば，彼らが，いかなる提案を採用すべきか，を決定するから
である。また更に言えば，労働者の提案は(事実上そのすべてが)それぞれの職場の改善問題
に関するものであり，投資の額や対象あるいは新技術の導入などの諸問題には全く解れていな
~"'I o 
「提案制度」に類似したものとして「自己申告制」が存在しているが，それは，労働者の希
望が指導部に直接伝わる，という点で， (r提案制度」と〕相違している。乙の「参加」形態は
「オープン・ドア政策」と呼ばれることもある。なぜならば，労働者は，乙のために設定され
た時聞に， (トップを含めた)マネージャーと，彼のオフィスで，話しあう乙とができるから
である。
そして最後に，多数の企業では，従業員が何を考えているのかが，質問を通して，あきらか
にされている。経済学者・社会学者・産業心理学者によって準備され(そして日本生産性本部
の多大な援助をうけて)作成された(生産の改善・労働生産性の向上・労資対立の緩和に関す
る幅広い問題を扱った)特別なアンケート用紙が，労働者に配られる。アンケートでは，単に
質問に対する「は~ "'I J あるいは r~可いえ」という回答だけではなく具体的な提案も，しばしば，
要求されている。このような(いわゆる匿名の)アンケートは，普通，専門家の子で，電算機
を用いて，処理される。それらの結果は(資本にとって)最も価値ある提案をとりだし採用し
(7) K. Obaka, Toward Industrial Democracy, p.180. 
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そして生産の心理的風土を統制する乙とを可能にしてい♂
(日本人間関係協会が実施した)調査結果によれば，様々な提案制度は(経営者が「減量経
営」に転じた) 1973年頃から特に急速に普及しはじめた。 1 社当りの( 1 カ年の)提案数は，
1973年から 1980年にかけて， 23， 558から 55， 100へと増加した(調査は従業員1000人以上の会社
を対象として実施された)。 提案制度の経済効果は，上述の期聞において， 88億3100万円から
2253億8100万円へと増加した。これに対して，提案への報償額は11億4700万円から81億2000万
円へと増加しただけであった。投資効果は， 1980年には， 2340%である。生産改善提案運動は
事実上日本の経済全体に普及している。例えば， 1977年には，提案制度は日本の企業の74.1%
において実施され，労働者の82.2%が巻きこまれていfjy
この制度の主要な目的は生産の利益のために従業員の独創的なアイデアを利用することであ
る。採用された提案は(たとえ少額であろうとも)物質的に奨励されている。乙の場合にはも
ちろん，企業家にとって有利であり(従って)資本主義の現実のもとではプロレタリアートの
搾取強化につながる提案だけが，具体化される。さらに，この制度は，経営側に，従業員がな
にを考えているのかをたえず把握し(正確な資料を基礎として)労務政策をたてることを可能
にしている。そして最後に，このような「参加」は(この運動に特に積極的に参加した)従業
員のなかから一種の「労働貴族」が生まれることに一役買っている。乙れはまた企業家の立場
を強化し労働者の階級闘争を弱めることにつながっている。
と同時に特徴的なこととして，多数のブ、ルジョア研究者や社会改良主義的研究者がしばしば
このような制度を「経営参加」形態としてみなしていないという事実，を指摘できるであろう。
例えば，尾高邦雄は，提案制度は，もちろん，労働者が経営上の意思決定へと参加する方式で
はない，と述べている(?マルクス主義者にとっても，これらの制度がプロレタリアートの直接
の経済的利益だけではなく根本的利益にも対立している，という事実，は明白である。
日本の進歩的勢力は上述の運動について労働者に解説をおこない，その反労働者的性格をあ
きらかにしている。それと同時に，事実が証明しているように，日本生産性本部の宣伝や個々
の経営者の活動はそれなりの成果をあげている。日本の労働者の圧倒的大多数は，現在，生産
性向上運動に自発的にそして積極的に参加している。しかも〔日本I乙〕極めて特徴的なことと
思われるが，彼らはそれを事実上ただでおこなっているのだ(報酬額は 1 ヵ年で月間賃金の 2
~3%であり，これは充分な経済的刺戟とはなりえない)。乙の制度への投資効果が驚くべき数
字(すなわち，数千%)となっているのは実に乙のためである。このことは，日本の労働者の
大部分が「企業共同体」という理念を共有していることを証明している。アメリカでも提案制
度が実施され，特に優秀な提案に対しては最高 1 万ドルのプレミアムが与えられた。このよう
(8) lbid. 
(9) Japan Labor Bulletin, 1982, vol. 21, No. 1 , pp. 6 ~ 8. 
(10) K. Odaka, Toward lndustrial Democracy, p.181. 
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l乙，アメリカでは，経済的刺戟が極めて強烈である。しかし，乙の制度はアメリカの土壌には
根付かなかった。アメリカで、は，提案制度の経済的効果は日本のそれの 1%にも満たなかった
のである。
このような運動が成功しているにもかかわらず，日本の労働者の先進的部分のなかでは，乙
の制度の反労働者的性格がヨク理解されている。例えば，日本共産党のある出版物では，つぎ
のような労働者の発言が紹介されている。 IZ D活動が総括される集会は極めて入念に準備さ
れたお芝居にすぎない。……職制にうけがよい，すなわち，経営側に部下について規則正しく
情報を流している， リーダーに率いられた IQCサークル」のメンバーが，普通，表彰されて
いるの72 今日，日本の進歩的勢力は， (労働者の知的エネルギーを搾取し独占体の利潤増大
につながる)乙のような活動に対する闘争を組織することに，自己の課題を見出している。
70年代の初め頃から，日本の企業では，新しい(すなわち，資本主議経営の最適化をめざし
て労働者の独創的なアイデアを利用することではなく，直接の生産過程の指導に関する一定の
権限を労働者に委譲する乙と，にもとづいた)労働組織のシステム，が導入されはじめた。い
わゆる「自律作業小集団」である。これは〈ソニー〉と(Jl I崎重工業〉に最も典型的にみられ
る。「自律作業小集団」は(会社の毎日の業務に従事している)たえず機能する生産単位であ
る。乙のような単位はかなりコンパクトであり， 20人未満の労働者から構成されている。その
メンバーは，フォーマルにではなく，似かよった技能をもち生産上密接に関連しあい心理的に
結びつき相互に交換可能な人々のなかから，選抜される。それぞれの集団はリーダーのもとで
活動するが，そのリーダーは同時にヨリ高いレベルの小集団のメンバーでもある。そして今度
は，その集団のリーダーがつぎのレベルの集団のメンバーである……。経営側が自律作業小集
団を設置する。リーダーは普通経営側によって任命されるが，全体集会において集団のメンバ
ーのなかから選出される乙ともある。しかし乙の場合，決定権は経営側にある。なぜならば，
リーダ一候補者について，経営側の承諾が必ず必要とされるからである。乙のようなリーダー
は(経営側に任命された上司としてではなく) I インフォーマルな指導者」として機能するよ
うに期待されている。彼は上のレベ、ルの集団と下のレベルの集団の独特な調整者で、あり，同じ
レベルのいくつかの集団の調整者でもある。かくして，小集団網が，垂直的にも水平的にも，
形成させる(図 2 を参照)。基底的な労働者集団(すなわち，最も低いレベルの小集団)が，そ
の集会において，それぞれの作業職場の生産過程の組織化(例えば，人員配置，生産規律，教
育訓練など)について一定の決定をおこない，その決定を実行に移す権限をもっている。ヨリ
高いレベルの集団の機能は具体的課題を下位集団に周知せしめ，それら課題を調整し統制する
ことである。
ブ、ルジョア研究者たちは，最下級の環の基底的な生産単位が(自分たちの労働を組織する場
(1) Irくたばれノ 生産性運動'.1， 1978年， 15ぺーツ。
(12) K. Odaka, Toward Industrial Democracy, pp.187-188. 
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図 2 ソニー・厚木工場の組織
工場長
主任
主任
チーフ
リーダー
オペレーター
合には)すべての権限をもっている，と主張している。このテーゼは本質的な補足を必要とす
る。この集団l乙，本質的には， (マルクスの言葉に借りれば) r産業下士官」である「インフォ
ーマル・リーダー」が存在し，これによって，経営側が，自律作業小集団内部で生じたすべて
の事柄に通暁し小集団の活動に然るべき影響を与えることが可能になっている，ということが
問題なのである。また第 2 レベルの小集団も第 l レベルの集団の事業を現実にはつぶすことが
できる ?!この(労働者の創造的積極』性のめざめを促進するはずで、あった)労働組織システ
ムはすべての主要な管理テコを経営者側の手中にとどめ(企業家に有益な)イニシアティブだ
けを実現することを可能にしている。
若干異なるタイプの「自律作業小集団」が〈松下電器〉の一連の工場において実験的に導入
されている。この制度によれば， (松下〉の工場では伝統的なコンベアーを部分的に拒否し，
製品の組立作業が(約20人程の) r 自律作業班」によっておこなわれている。それぞれの班は
完成製品のかなりの一定部分について責任をもたされている。班の編成をおこなうのは経営者
側であり，経営者側が班長を任命する。班では一連の関連作業がそのメンバーに割りあてられ
ており，このことが 1 つの班の枠内でローテーシヨンをお乙なうことを可能にしている。これ
が作業の単調性を本質的に減少させ労働生産性と製品の品質の向上を促進させているのだ。こ
れ以外にも， (日本では〕品質の向上をめざして集団的なプレミアム制度が適用され，労働者
が同僚の作業を統制するように刺戟されてい 411
このような労働組織形態は三菱電機中津川製作所において適用されている。乙この巻線職場
ではコンベヤーが完全に放棄され， (サーキュラー・テーブルによる〕小集団管理体制が導入
(13) 小林茂『ソニーは人を生かすわ 1978年， 10ぺーツ。
(14) 吉川栄一『参加の経営と企業革新.JI， 1976年， 151ページ。
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された(図 3 参照)。
(16人が従事していた)長いコンベヤーの代りに， 4 つのサーキュラー・テーブ、ルが設置さ
れ，それぞれのテーブ、ルで、 4 人が作業をお乙なうようになった。これらの(女子)作業者は首
尾一貫した作業を遂行する。彼女たちがそれぞれ( 1 つではなく) 4 つの作業を遂行すると，
図 3 巻線作業でのコンベヤ・シツテムから自律小集団システムへの移行
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テーブ、ルが回転され，半製品がつぎの作業者におくられる。そしてつぎの作業者が別の 4 つの
作業を遂行する……。テーブルの回転速度は正確に固定されているのではなく，小集団全体の
合意のもとで調整されている。乙のシステムは， 2 段階で，導入された。最初コンベヤーが廃
止され，作業者をテープ、ルに移した。そして半年後に，小集団のそれぞれのメンバーに(同僚
の作業を統制する)機能が与えられた。これと同時に(品質の向上を刺戟する)集団的なプレ
ミアム制度が導入された。実験の結果は導入後半年を経て確認された。乙の期聞に労働生産性
は24.6%向上し，不良率が6.0%から 0.4%へと低下したのである。不良率の改善は検査工を
不要にした。ただし(品質向上に対して支払われる)プレミアム額は検査工の給料の30% を越
えてはならないと決められていた。〈三菱電機〉は乙のような(労働生産性の向上，品質の向
上，人件費の削減，といった点での)成功に勇気づけられて，乙の制度を他の工場にもひろげ
ていった。
新しい労働組織形態は， {ソニー〉の(テープレコーダを生産している)工場においても，コン
ベヤ一作業のもとで，利用されている。ここでは，出来高ノルマが固定されずコンベヤーの絶
対的リズムが否定された。(コンベヤーで組立てに従事する)それぞれの労働者は，もし組立
中の製品になんらかの欠陥を認めたならば，特別な押ボタンを押してコンベヤーを停止するこ
とができる(否そうする乙とが義務となった)。これは，予想に反して(? ) ，労働生産性の低下
をもたらしただけかに思われた。なぜならば，品質がかなり向上したからである。 1980年には
(15) 吉川栄一『参加の経営と企業革新.1， 1976年， 152~153ページ。
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〈ソニー〉の工場のコンベヤーラインの(流れの最後の部分での)不良率は 0.1% にすぎなか
った。これに対して(あらかじめ速度が決められていたコンベヤーラインで操業していた)オ
ランダの〈フィリップ杜〉では，不良率は20%であり，完成製品のかなりの部分の再組立て
を余儀なくされていた。それ故に， {ソニー〉の工場では，専門家の評価によれば，実質生産
性(すなわち，完成製品 1 単位を生産する場合に必要な生きた労働の支出)が，この制度によ
って，低下したのではなくむしろ，向上さえしたのであった。さらに言えば，専門家たちは，
今日の経済条件のもとでは，生産物の質だけが会社の質そして競争能力を保証できるのだ，と
考えている。それがために，たとえ〈ソニー〉の労働生産性が〈フィリップ社〉よりも若干低
くとも， {ソニー〉は，それを，販売高の増大によって，利息をつけて埋めあわせることができ
るのA! そしてその後の事態によって，乙の予測の正しさが証明された。現在，日本の会社
(テープレコーダのメーカー)は，主としてその商品の品質が卓越している乙とによって，他
の会社を，世界市場から事実上追いだしている。
1975年に， (日産自動車〉において，労働者の職務の拡大と技能の向上に関する興味深い実
験がおこなわれた。(いままで、組立ての一部分しか担当していなかった) 2 人の労働者に，二人
一組で，自動車全体の製造がまかされた。実験は極めて成功裡に終了した一一労働者が自動車
を組立てられるようになったのである。乙れは OJTおよびOffJTによって達成された。最初の
自動車の組たての場合には彼らの生産性はコンベヤー労働者のそれの約30%にすぎなかったが，
2 台自には約60% となり，まもなく約90%にまでなった。このようにして10台組立てられた。
通常の生産の場合には約 100 人の労働者と 300 メートルのコンペ、ヤーが必要で、あった杭 2人の労
働者の場合には 2∞メートルで、すんだ。かくして，基本投資と生産設備が節約されたのである。
また，生産された10台には 1 台も欠陥車がなかった乙とを指摘しておかねばならない。さらに
は， 2 人の労働者も，仕事はキックなったが(権限が拡大されたために)おもしろくなりまた
創造的なものとなり，働きがいもでてきた，と述べていた。雑誌 {The Japan Economic Joｭ
urnal} で、は，このような実践が結局はコストの引き下げを可能にする，と主張されていfjf
しかし，乙の労働組織システムは自動車産業において幅広く普及しなかった。乙れは，多分，
70年化の終り頃から総合自動化システムが導入されたためであろう。
1970年代の後半頃からいわゆる「労働者委員会」制度が広範にみられるようになった。これは，
労働生産性を向上させること，組織改革計画をたてること，会社の枠内で社会風俗的措置を実
施することによって労働者の生活水準を改善すること，といった具体的課題の解決をめざして，
経営側によって設置された，一時的な組織，である。この委員会は少数の(集団内で権限を行
使していた)有能な従業員と経営側代表から構成されている。委員会の課題は(ミドルやトッ
プが将来色々な諸問題を研究するために必要となる)報告書を作成する乙とである。委員会内
(16) News observer, 1980, Oct.20. 
(1カThe Japan Economic Journal, 1978, No.805, p. 7. 
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部での仕事の配分は委員会自身によってお乙なわれている。経営側代表は公式的にはキャステ
イングボードを握っていなLq
「プロジェクト・チーム」は「労働者委員会」とは若干違っている。それは，組織的には，
「労働者委員会」と同ーの原則で，編成されるが，その機能は「労働者委員会」のそれと対立
している。「ブロジェクト・チーム」は， (研究の基礎となる)勧告の作成ではなく， (原則と
して，技術的な性格をもった)具体的な課題を現実化すること，に従事してい 41!
そして最後に，日本では「職場懇談会」が非常に普及している。これには，企業ごとに，例
えば， (基底的な生産単位のメンバーに対して毎朝仕事の前に訓示や伝達をするだけの) 5 分
間の集会から， (作業時間外に， 1 ~ 2 カ月に 1 度，定期的に開催される) 2時間ほどの会議
まで，いくつかのタイプが存在している。懇談会では，職場の生産活動の諸問題やその改善の
方途が審議される。そこにおいて，特に良い成績をあげた労働者や(上述の「提案制度」にも
とづいて)優秀な提案をお乙なった労働者が報償される。乙の集りは，普通，社歌の斉唱によ
ってはじまりそして終了する。これらのことが，「職場懇談会」の提唱者によれば，「愛社心」
の高揚巷促進し労使紛争の激化を防ぐのであイ!
今日の日本企業でみられる基本的な(最もポピュラーな)職場レベ、ルの経営「参加」方式は
乙のようなものである。これらは，その形態の点では，かなり相違しているが，労働の単調性
を少なくする乙と，肉体的にも精神的にも一所懸命働くことに関心をもたせる乙と，労働生産
性をあげること，生産過程を全体的に改善する乙と，「階級協力J という雰囲気を創りだし強
化する乙と(すなわち，結局は，利潤の増大，搾取の強化，階級闘争の破壊) ，をめざしてい
るという点で，共通している。ソビエトの研究者ベー・ドブロヴィンスキーはつぎのようにま
とめている。「日本の労働生産性は，戦後，多数の要因のもとで向上してきた。それらの要因
のなかで，特I乙，労働者が優秀であること，科学が発達しその業績が技術的に適用されてきた
乙と，生産過程が総合化されていること，が重要である。これらの要因は(お互に性格が異な
りその影響が対立しあう乙ともあるが) ，基本的には，搾取の強化と労働生産性の向上へと作
用し ff; 直接の生産過程への労働者の経営「参加」実践は乙の状態をヨク示している。職場レ
ベルの「参加」は支配階級にとって非常に役に立っているのだ。乙れは労働組織の新しい形態
であり労働に対する統制の強化である。それは，今日では，労働者の真の利益と対立している。
経営者たちは(少額の投資をおこなう乙とで)現代のプロレタリアートの知的エネルギーを
搾取しそれによって多面的に利潤を増大させる乙とに成功している。(労働者の独創的アイデ
アを生産に導入することによって得られる)経済的効果はそのほとんどが資本の手中にはいり，
(18) K. Odaka, Toward Industrial Democracy, p.187. 
(19) Ibid. 
(20) 1 bid. 
(21) ベー・ドブロヴィンスキー『日本.1， 1975年， 293ページ。
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労働者ははした金をもらうにすぎないのだ。これについては， QC や「提案制度」などへの投
資から巨額な (100 %を越える)利潤がうまれていることが証明している。乙れ以上有利な投
資部門を見出すことはまず困難であろう。
労働者階級の精神的エネルギーの搾取強化は労働者の状態を相対的に悪化せざるさえない。
それ故に，普通，労働者は，資本主義的「合理化」反対闘争の旗のもとで，乙のような制度の
実施に反対している。それと同時に，日本の労働者のかなりの部分は，現在の低いレベルの
「参加」が彼らの状態の改善を促進できる，との幻想，をしばしばいだいている。労働省が
1978年に実施した調査結果によれば， 81. 2%の労働者が上述の制度の普及を歓迎していとこ
れは，低いレベルの「参加」が(搾取を強化するだけではなく)労働者の階級意識の鈍化を促
進していること，を証明している。乙れは心理的疎外を部分的には克服するが，社会経済的疎
外を深刻なものにしている。社会経済的疎外はしばしば(心理的疎外ほど)はっきりとは眼に
つかないのだ。
そして最後に，経営者が(上述の方式を利用する乙とによって)労働者がなにを考えている
のかをつねに把握する可能性を得ていること，そしてそのことが，経営者に，労働者の不満
にすみやかに反応し〔労資の〕対立を未然に防ぐ可能性を与えていること，を指摘しなければ
ならない。しかも経営側は，えせ愛国主義的キャンペーンの組織化から，賃金の若干の引き上
げあるいは(労働者が特に不満を感じている)管理者の配置転換に至る，極めて幅広い手段，
を所有しているのである。(日本のマネジメントが実践している)社会的操縦政策は階級闘争
の発達に完全に対立している。
しかし，職場レベルの「参加」問題にはもう 1 つの側面が存在している。すなわち，経営者
が，労働生産性を向上させ不良率を減少させるために，しばしば，第 1 次労働集団や個々の労
働者に，労働過程の組織化という点で，現実的なそしてかなり幅広い自治(例えば，労働者自
身にコンベヤーの速度を調節させること)を与えざるをえなくなってきている，という事実で
ある。それ故に，資本は，このような方式を，かなり長期間にわたって労資紛争がみられず労
働者や組合活動家が〔労資) r協調」理念に染まっている職場において，実施している。しか
し，これら方式自体はストライキ闘争の成功に極めて役立つ条件をっくりだす。なぜならば，
労働者は，極めて幅広い権限を与えられるために，生産の標準的な流れを比較的容易に無効に
できるからである。(職場レベルの「参加」制度に反対する)日本の進歩的勢力が(そのよう
な制度がすでに存在している)職場においてそれらに臨機応変に対応し，それらを伝統的階級
闘争形態の発達のために利用する途を捜しているのは，まさに乙のためなのである。
(続)
(以上の翻訳については， (;株)日ソ著作権センター，ソ連邦著作権協会を経て，原著者の許諾
を得ている。)
側 『労働統計調査月報J ， 1985年， No.5 , 3 ページ。
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